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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
（１）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ. 企業の存続のためにはコンプライアンスの徹底が不可欠であるとの認識のもと、「コンプ

ライアンス・マニュアル」及び「コンプライアンス規程」を制定し、法令遵守を徹底する
とともに、コンプライアンス委員会を設置し、社内研修及び教育活動を通じて周知徹底を
図るなど、企業倫理の確立に努めています。

ｂ. 代表取締役直属の内部監査室が、監査等委員会・会計監査人との連携・協力のもと内部監
査を実施しており、業務の適法かつ適切な運営と内部管理の徹底を図っています。また随
時、問題点や今後の課題などを代表取締役に報告する体制を整備しています。

ｃ. 法令違反に該当する行為の早期発見や是正を目的とした「内部通報規程」に基づき、社内
からの通報に対する適正な処理の仕組みを構築し、運用しています。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報は、法令、定款、及び「文書管理規程」、「情報セキュリティ
基本方針」等の社内規程、方針等に従い、文書(紙又は電磁的媒体)に記録して適切に保管、管
理する体制をとっています。取締役はこれらの文書を閲覧することができます。
当該文書には、株主総会議事録、取締役会議事録、監査等委員会議事録、経営会議議事録、
これらの議事録の添付書類、その他取締役の職務の執行に関する重要な文書があります。
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ. 日々の業務遂行に係るリスクについては、当社グループの各部門責任者が一括してこれを

予想して計測するとともに、予防に努めています。また、各事業部門に係るリスクについ
ては、取締役会又は代表取締役に報告され迅速かつ適切な措置を講じています。

ｂ. 個人情報を始めとする情報セキュリティに関するリスクについては、情報セキュリティ委
員会を設置し、情報セキュリティリスクを管理し、継続的にリスクの回避や軽減を実践
し、情報セキュリティの維持、向上を図ります。

ｃ. その他の有事においては、代表取締役を責任者とする対策本部を設置し、顧問弁護士等の
専門家と連携し、迅速な対応により、損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を
構築します。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は定時取締役会を毎月１回開催しており、必要に応じ臨時取締役会を随時開催し、機動

的に当社グループの重要事項を審議し、意思決定を行える体制を整備しています。また、取締
役会は、取締役の職務の執行を監督する機関と位置付け、業務の適正を確保しています。取締
役会は経営計画を達成するための具体的な施策を立案・推進し、目標達成状況と阻害要因を把
握し、対応策を講じています。
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⑤ 当社並びにグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ａ. 関係会社の管理は、当社「関係会社管理規程」に従って経営管理部門が統括管理し、各関

係部門が連携して行っています。同規程に基づき、一定の事項については、当社の取締役
会決議を求め、又は取締役会及び関係部門への報告を義務付けています。

ｂ. 当社と子会社は、企業集団として当社グループ共通の価値基準を共有し、一体性を有しま
す。当社の内部監査室は、当社が定める「内部監査規程」に基づき、当社のみならずグル
ープ会社も監査対象として内部監査を実施しています。

⑥　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、取締役及び使用人の他の
取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項ならびに監査等委員
会の当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
ａ. 監査等委員会がその職務を補助すべき従業員を求めた場合は、内部監査室においてこれを

補助します。なお、監査等委員会を補助すべき取締役は置かないものとします。
ｂ. 内部監査室の従業員の異動、評価等は、監査等委員会の意見を尊重して行うものとし、取

締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保するように努めます。
ｃ. 内部監査室の担当者は、監査等委員会に出席し、監査等委員会より指示された業務の実施

内容及び結果につき報告を行うこととしています。
⑦　取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための

体制その他監査等委員会への報告に関する体制
ａ. 代表取締役及び業務執行取締役は、毎月開催される取締役会において、随時その担当する

業務の執行について報告を行います。また、常勤の監査等委員は経営会議にも出席し、監
査等委員会において他の監査等委員に対し経営会議における議題及び審議の経過を報告す
ることとしています。

ｂ. 取締役及び従業員は、法令等の違反行為等、当社に重大な損害を及ぼすおそれのある事実
が発見された場合には、「取締役会規程」、「コンプライアンス規程」、「内部通報規
程」の定めに従い、直ちに監査等委員会に対して報告を行うこととしています。

⑧ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制
「内部通報規程」において、取締役及び従業員が監査等委員会に直接報告できるものとし、
当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを禁止することを定め、その旨を周知してい
ます。
⑨ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に限る。）について生ずる費用又は債

務の処理に係る方針に関する事項
ａ. 監査等委員会がその職務の執行について、当社に対し会社法第399条の２第４項に基づく

費用の前払の請求をした場合、当該費用又は債務が監査等委員の職務の執行に必要でない
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場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理します。
ｂ. 監査等委員会が、独自に外部専門家を監査等委員の職務の執行のために利用することを求

めた場合、監査等委員の職務の執行に必要でない場合を除き、その費用を負担します。
⑩ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ. 監査等委員会は、会計監査人・内部監査室と連携・協力して監査を実施しています。ま

た、代表取締役と定期的に意見交換の機会を設けています。
ｂ. 常勤の監査等委員は、経営会議に出席し、重要事項の報告を受ける体制をとっています。

また、コンプライアンス委員会、情報セキュリティ委員会等へも出席し、インシデント等
の情報共有を行っています。

⑪ 財務報告の信頼性及び適正性を確保するための体制
当社は、財務報告の信頼性及び適正性を確保し、また金融商品取引法に定める内部統制評価
制度への適切な対応を図るため、取締役会において財務報告に係る内部統制の基本方針を定め
ています。また、内部統制システムの整備及び運用を行うとともに、当該システムが有効かつ
適正に機能しているか継続的に評価を行い、不備に対する必要な是正措置を講じるものとして
います。
⑫ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び社内体制の整備状況

当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、その排除
に努めるとともに毅然とした姿勢で組織的な対応を図り、取引関係等の一切の関係を持たない
方針を堅持しています。なお、反社会的勢力排除に対応するための部署及び対応マニュアルは
設置済みですが、引続き社内体制の整備強化、及び警察等の外部機関や関連団体との連携等に
今後も継続的に取り組んでいきます。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
上記業務の適正を確保するための体制の運用状況につきましては、各部署において、その適
切な運用に努めるとともに、当社の内部監査室が内部監査において検証を行っています。ま
た、当社の内部監査室はその検証結果を内部監査報告書として代表取締役及び監査等委員会に
対し、報告を行っています。
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（ 2021年１月1日から2021年12月31日まで）
株主資本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,668,460 1,653,460 1,750,638 － 5,072,558

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 35,784 35,784 71,569

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,301,554 1,301,554

自 己 株 式 の 取 得 △272 △272

株主資本以外の項目の当連結会計年度
変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 35,784 35,784 1,301,554 △272 1,372,850

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,704,244 1,689,244 3,052,192 △272 6,445,409

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権 純資産合計その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連結会計年度期首残高 △1,350 △53,756 △55,107 374 5,017,825

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 71,569

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,301,554

自 己 株 式 の 取 得 △272

株主資本以外の項目の当連結会計年度
変 動 額 ( 純 額 ) 4,441 190,979 195,421 △89 195,332

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 4,441 190,979 195,421 △89 1,568,183

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 3,091 137,223 140,314 284 6,586,008

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結注記表
１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（１）連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
　・連結子会社の数

　4社
　・主要な連結子会社の名称

　Sun Asterisk Vietnam Co.,Ltd
　グルーヴ・ギア株式会社
　株式会社NEWh
　株式会社Trys

当連結会計年度において、上記のうち、株式会社NEWhは新たに設立し、株式会社Trysは新た
に株式を取得したことにより連結子会社となったため連結の範囲に含めています。

②　非連結子会社の状況
　・主要な非連結子会社の名称

　株式会社CROSTA
　・連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり、各社の総資産、売上高、当期純利益及び利益剰余金等は、連結
計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しています。

（２）連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しています。

（３）会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ.　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
　時価のないもの
　　移動平均法による原価法

ロ.　たな卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品
　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ.　有形固定資産

　定率法を採用しています。
　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び在外連結子会社については、定額法
を採用しています。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　建物附属設備 ３年～15年
　工具、器具及び備品 ３年～15年

ロ.　無形固定資産
　定額法を採用しています。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（３年～5年）に基づい
ています。

③　重要な引当金の計上基準
イ.　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

ロ.　賞与引当金
従業員の賞与支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上し

ています。

④　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ.　繰延資産の処理方法

　　株式交付費
　支出時に費用として処理しています。

ロ.　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しています。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結会計年度末日の直物為替相
場により換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ
る為替換算調整勘定に含めて計上しています。
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ハ.　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間（5年～10年）で均等償却す

ることとしています。

二.　消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

２．表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計
年度末の連結計算書類から適用し、連結注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しています。

３．会計上の見積りに関する注記
（１）のれんの評価

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
のれん　　　597,035千円

②　識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
主に子会社株式を取得した際に発生したものです。
のれんについては、減損の兆候の有無を検討し、減損の兆候を識別した場合には、のれんの残存

償却期間に対応する期間における割引前将来キャッシュ・フローを事業計画に基づいて算定し、帳
簿価額と比較して減損損失の認識の要否を判定しています。減損損失の認識が必要と判定された場
合、当該のれんについては、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識していま
す。当連結会計年度においては、のれんについて減損の兆候は識別されていません。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に検討していますが、事業計画や

市場環境の変化などによって影響を受ける可能性があり、実際の業績が見積りと異なる場合、翌連
結会計年度の連結計算書類において重要な影響を与える可能性があります。
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有形固定資産の減価償却累計額 307,504千円

普通株式 37,733,500株

普通株式 2,846,500株

（２）投資有価証券の評価
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

投資有価証券　　　409,578千円（非上場株式等）

②　識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
投資有価証券の評価に当たっては、投資時の事業計画と実績を比較してその達成状況を把握する

とともに、外部経営環境等を勘案して、今後の事業計画の実現可能性を評価し、その超過収益力等
の毀損の有無を判断してい ます。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
投資先の実績等が投資時の計画を下回った場合などは、超過収益力が毀損したと判断し、翌連結

会計年度の連結計算書類において重要な影響を与える可能性があります。

４．追加情報
（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不透明であり、翌連結会計年度以降の当社グループの連結
計算書類に重要な影響を及ぼす可能性がありますが、現時点においては、新型コロナウイルス拡大が当社
グループに及ぼす影響は軽微であると判断しています。

５．連結貸借対照表に関する注記

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

（２）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目
的となる株式の種類及び数
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７．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用について短期的な預金等に限定しています。資金調達については、資金計
画に基づき事業に必要な資金を金融機関からの借入により調達しています。なお、デリバティブ取引は
行わない方針であり、リスク回避のためにデリバティブ取引を行う必要が生じた場合には、規程等の整
備を行った上で実行する方針です。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金については、顧客の信用リスクに晒されています。投資有価証券は、キャピタ
ルゲインを目的として保有している非上場株式です。非上場企業は一般に景気の動向の変動を受けやす
く、経営資源にも限界があるため、経営状況及び財務状況の変化に伴い、出資元本を割り込むリスクが
あります。また、株式の譲渡にも制限があるため当該出資は、流動性リスクに晒されています。営業債
務である買掛金及び未払金、未払費用、未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。長
期借入金は主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、最終返済は決算日後、最長で８年
11か月後です。

③　金融商品に係るリスク管理体制
　イ．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、販売管理規程に従い、営業債権について、グループ経理部が主要な取引先の状況を定
期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等
による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。

ロ．市場リスクの管理
投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直し

ています。
ハ．重要資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づきグループ財務部が適時に資金繰計画を作成・更新
するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しています。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 5,729,288千円 5,729,288千円 －千円

(2) 売掛金 988,840

(3) 貸倒引当金（*1） △17,513

971,327 971,327 －

資産計 6,700,615 6,700,615 －

(1) 買掛金 229,563 229,563 －

(2) 未払金 61,019 61,019 －

(3) 未払費用 268,280 268,280 －

(4) 未払法人税等 207,564 207,564 －

(5) 長期借入金（*2） 359,354 362,555 3,201

負債計 1,125,782 1,128,983 3,201

（２）金融商品の時価等に関する事項
　2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。（（注２）
を参照ください。）

（*1）対応する貸倒引当金を控除しています。
（*2）１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めています。
（注１）金融商品の時価の算定方法

資産
(1)現金及び預金、(2)売掛金、(3)貸倒引当金
　これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっています。

負債
(1)買掛金、(2)未払金、(3)未払費用、(4)未払法人税等
　これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっています。
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区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（注） 290,534

JKISS型新株予約権等（注） 119,043

1 年 以 内 1 年 超
5 年 以 内

5 年 超
1 0 年 以 内 1 0 年 超

現 金 及 び 預 金 5,729,288 － － －

売 掛 金 988,840 － － －

合 計 6,718,129 － － －

1 年 以 内 1 年 超
2 年 以 内

2 年 超
3 年 以 内

3 年 超
4 年 以 内

4 年 超
5 年 以 内 5 年 超

長期借入金 140,732 82,125 62,610 32,852 19,992 21,043

合 計 140,732 82,125 62,610 32,852 19,992 21,043

(5)長期借入金（１年内返済予定長期借入金を含む）
　長期借入金のうち、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定
される利率により割引計算を行っています。変動金利によるものは、短期間で市場金利に反映し、ま
た、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考え
られるため、当該帳簿価額によっています。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額
（単位：千円）

（注）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、前表
には含めていません。

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

（注４）短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）
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１株当たり純資産額 174円53銭
１株当たり当期純利益 34円79銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 32円16銭

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
（企業結合等関係）
取得による企業結合
（１）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　株式会社Trys
事業の内容　コンテンツプラットフォーム事業
（ゲーム開発・運営、デジタルコンテンツ制作、漫画動画）

②　企業結合を行った主な理由
Trysが保有するリソース、情報資産、ノウハウは、当社のエンターテインメント領域の事業

拡大に大きく貢献するものと判断し、当社グループに参画していただくこととなりました。ま
た、Trysのコンテンツプラットフォーム事業にも、当社グループのアセットを活用することで
推進力を加速出来ると考えています。

ブロックチェーン技術を中心に据えた、NFTやDeFiなどのソリューションは、まずはエンタ
ーテインメント領域で浸透・発展していると考えています。ゲーム開発・運用の経験が豊富な
Trysを軸に既存事業で従来通り収益をあげながら、CryptocurrencyやNFTを活用した領域に
徐々に展開、ビジネス実装と運営の経験を積み、その後BtoBソリューションや生活・社会イン
フラへのブロックチェーン技術の活用を当社グループとして推進していきます。

③　企業結合日
2021年９月15日（株式取得日）

④　企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得
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⑤　結合後企業の名称
変更はありません。

⑥　取得した議決権比率
100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠
現金を対価とした株式取得により、当社が同社の議決権の100％を取得し支配を獲得するため

です。

（２）連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2021年10月１日から2021年12月31日

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価　　現金　　　　　566,554千円
取得原価　　　　　　　　　　566,554千円

（４）主要な取得関連費用の内容及び金額
4,557千円

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①　発生したのれんの金額

507,341千円

②　発生原因
今後の事業展開によって期待される、超過収益力から発生したものです。

③　償却方法及び償却期間
当連結会計年度の末日において、企業結合日における識別可能資産及び負債の特定を精査中

であり、取得原価の配分は完了していません。よって、のれんの金額は暫定的な会計処理を行
っていますが、償却方法及び償却期間については10年間にわたる均等償却となる見通しです。
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（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産　　　520,258千円
固定資産　　　153,554千円
資産合計　　　673,812千円

流動負債　　　408,101千円
固定負債　　　206,497千円
負債合計　　　614,598千円
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（2021年１月１日から2021年12月31日まで）
株主資本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利益剰余金

合計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,668,460 1,653,460 1,653,460 376,792 376,792 － 3,698,712

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 35,784 35,784 35,784 71,569

当 期 純 利 益 249,246 249,246 249,246

自 己 株 式 の 取 得 △272 △272

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 35,784 35,784 35,784 249,246 249,246 △272 320,543

当 期 末 残 高 1,704,244 1,689,244 1,689,244 626,038 626,038 △272 4,019,255

評価・換算差額等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △1,350 △1,350 374 3,697,736

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 71,569

当 期 純 利 益 249,246

自 己 株 式 の 取 得 △272

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 4,441 4,441 △89 4,352

当 期 変 動 額 合 計 4,441 4,441 △89 324,895

当 期 末 残 高 3,091 3,091 284 4,022,631

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
・子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
・その他有価証券

時価のないもの
移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産

定率法を採用しています。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物附属設備 ８年
工具、器具及び備品 ４年～８年

（３）引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

②　賞与引当金
従業員の賞与支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上していま

す。

（４）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　繰延資産の処理方法

株式交付費
支出時に全額費用処理しています。
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②　外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ています。

③　消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。

２．表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年
度末に係る計算書類から適用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しています。

３．会計上の見積りに関する注記
（１）投資有価証券の評価

①　当事業年度の計算書類に計上した金額
投資有価証券（非上場株式等）　　　　389,490千円

②　識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表の「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してい

ます。

③　翌事業年度の計算書類に与える影響
連結注記表の「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してい

ます。

４．追加情報
（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不透明であり、翌事業年度以降の当社の計算書類に重要な
影響を及ぼす可能性がありますが、現時点においては、新型コロナウイルス拡大が当社に及ぼす影響は軽
微であると判断しています。
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（１）有形固定資産の減価償却累計額 48,953千円

短期金銭債権 504,400千円
短期金銭債務 30,404千円

関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 630千円
売上原価 3,341,946千円
販売費及び一般管理費 81,969千円

営業取引以外の取引高 3,106千円

普通株式 106株

繰延税金資産
未払事業税 8,514千円
貸倒引当金 10,933千円
賞与引当金 14,564千円
資産除去債務 1,851千円
その他 1,584千円

繰延税金資産合計 37,448千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △1,273千円
保険積立金 △2,449千円
その他有価証券評価差額金 △1,364千円
その他 △183千円

繰延税金負債合計 △5,270千円
繰延税金資産の純額 32,178千円

５．貸借対照表に関する注記

（２）関係会社に対する金銭債権債務

６．損益計算書に関する注記

７．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者と
の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子 会 社 S u n  A s t e r i s k 
V ie tnam Co . , L td 直接 100％

所有

　
役員の兼任
業務の委託

ソフトウェア開発の委
託（注）１ 3,187,762 前渡金 279,712

人材紹介関連 の 委託
（注）１ 13,959 前渡金 112,400

子 会 社 株 式 会 社 T r y s 直接 100％
所有

　
役員の兼任
資金の貸付

資金の貸付
（注）2 100,000 短 期

貸付金 100,000

利息の受取 58 未収入
金 58

１株当たり純資産額 106円60銭
１株当たり当期純利益 6円66銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 6円16銭

９．関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っています。

２．市場金利を勘案して利率を決定しています。
３．取引金額には消費税等を含めていません。期末残高には消費税等を含めています。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

12．その他の注記
（企業結合等関係）

連結注記表の「その他の注記（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略し
ています。
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